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Ⅰ. 第２の人口転換：その特徴と多様性

周知のように, 世界の先進工業諸国の世帯形成パターンは, 20世紀後半に大きな変化に

さらされてきた. 初婚年齢や親になる年齢では, 1960年代にくらべ, 動向の逆転[＝低下か

ら上昇へ]がつづいており, 平均年齢が第二次世界大戦前の水準にもどることもしばしば

ある. 出生力の水準については, ほぼ例外なく低下しており, 期間合計出生率 (ＰＴＦＲ)
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本稿は, より若い年齢での出産延期とその後のより高い年齢での部分的取り戻しが多様な水準に

あるという視点から, 先進工業諸国における出生力の最近の期間変化を分析する. これは期間指標

およびコーホート指標の両方を通して行う.

分析の結果によれば, 現在の期間合計出生率 (ＰＴＦＲ) が大きく異なるのは, 西側諸国と日本

で取り戻しに格差があり, 東欧で1989年以来の経済的, 社会的な立て直しに対する強い反応がある

ためである. 大部分の国々では, 30歳をすぎた年齢での出生力がこれまでみられてきたよりもはる

かに大きく上昇し, このことが延期の終了にともなっていないかぎり, たんに延期が終了しただけ

では, ＰＴＦＲが置換水準出生力に戻ることはないだろう.

本稿の最後では, 世帯形成の脱標準化に関するパターンを記述し, 最新の動向を観察している.

最新の動向は, 1990年代の出生力・家族調査のデータによっている. 世帯形成の形態が変化してい

く原因として, 共通するもの, より独自のものを検討している. またここでは, この脱標準化がとく

に東欧と日本で, さらに進行しそうであると結論している.
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Interface Demography, Vrije Universiteit Brussel, Pleinlaan 2, B-1050 Brussels



がまだ置換水準の2.08か, その近くにある国は例外的である. 反対に, 多くの国でＰＴＦＲ

は1.5を下回っており, その水準にとどまっている期間も10年を越えている. 性交初体験の

平均年齢に関しては, 教育程度が上がったにも関わらず, 下がり続けている. したがって,

初回性交から親になるまでの年数は, かなり劇的に増えている. こうした[初回性交から親

になるまでの] ｢暫定段階｣ interim phaseでは, さまざまな世帯形成パターンが発達した.

第１に, 東欧諸国の多くでは, 依然として早期の結婚・出産で特徴づけられるパターンが

ある. しかし現在, [これらの国々では,]こうした古い歴史的特徴から, ますます乖離する

傾向がみられる. 第２のグループの国々では, とくに親世帯での暮らしが長期化しており,

またパートナー関係にはいるのは, 依然として主に結婚を通じてなのだが, 親になるのを

延期する場合もしばしばある. 第３の国々では, 離家と住まいの独立の時期はより早いが,

一人暮らしや同年代の友人との同居, 同棲の期間がこの ｢暫定段階｣ を占めている. この

ほかでは, 婚外での生殖 ―これは1900年までにヨーロッパのはるか縁辺まで広がってい

た歴史的な慣習なのだが１)― が再びより広い範囲に及んできている. 最後に, 夫婦の離婚

率や同棲者の同棲解消率が高い水準に達しており, 離婚後は再婚するよりも同棲する場合

が多くなっている.

こうした変化を説明するものとして, さまざまな説が出されてきた. それらはどれも,

互いに否定しあうものというわけではない (Lesthaeghe 1998). まず, 新古典主義ミクロ

経済学の考え方によれば, 女性の教育水準の上昇は, 女性の経済的自律性の強化, 結合

unionの状態に入るための費用の上昇, 出産・育児に関わる機会費用の上昇, さらにより

平等なジェンダー役割を支持する主張の増大につながる. この説明が主な対象としている

のは, よりよい教育を受けた, キャリア指向の強い人口集団である. つぎに, イースタリン

Easterlinの相対的剥奪理論 relative deprivation theory (1976) は, 他の階層の人口集団の間

での似たような反応を説明するが, その根拠として指摘されているのは, 増大する消費願

望をみたすため, 追加的な世帯所得の必要性が増大しており, こうした追加所得は女性の

労働力参加により供給されることになっている, ということである. 三番目に, 観念につ

いての理論 ideational theoryは, 経済学的な説明に加えて, 文化的な変化という要因がある

とする. こうした要因には, たとえば規範の規制や権威の正当性が低下したこと, 世俗主

義と個人の倫理の自律性が増大したこと, そしてとりわけ個人の選択が一層尊重されるよ

うになり, それゆえライフサイクルの構築に関して, これまでとは違う選択肢への許容度

が増したこと, などがあげられる２).
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1) 1900～1910年において, 非摘出子の多い状況 (コールの指標 Ihで0.100を上回る値で示される) は, 以下の
ようにヨーロッパの様々な地方 provinceでみられる. すなわちオーストリアのコリンティア (.219), ザルツブ
ルク (.141) ；ドイツのオーバーバイエルン (.126), ミッテルフランケン (.116) ；ハンガリーのクラッソ ソ
ルゼニ (.211), テメルシュ (.171), トロンタル (.176) ；イタリアのラツィオ (.135) ；ポルトガルのブラガ
ンサ (.113), セトゥバル (.221) ；ルーマニアのムンテニア (.151), モルドヴィア (.167), オルテニア (.148),
そしてスペインのムルシア (.200) である. この期間, 国レベルの Ihで0.050を超える値は, オーストリア, デ
ンマーク, ドイツ, ハンガリー, ポルトガル, ルーマニア, そしてスウェーデンでみられた (Coale & Treadway
1986参照).
2) 観念的な要因は厳密に内生的なものではないが, それは (i) こうした要因のいくつかはすでに ｢第１の人
口転換｣ の期間に現れていたから (例えば世俗化), また (ii) それらは, そもそも女性の教育が進展する原因
にもなったから (例えば反差別のイデオロギー), である.



明らかに, いろいろな国々が, 様々な程度で, また異なる時期に, こうした要因の影響を

受けてきた. しかしこうした経済的, 観念的な要因によって簡単に説明できないような,

程度の高い多様性も依然存在する (例えば Lesthaeghe 1995参照). この多様性は, とくに

離家と世帯形成のパターン形成において印象的である.

ここで最近の人口動向を提示するに当たり, はじめに出生力に注目する. 議論の内容は,

この[出生力という]領域で, 支配的な影響力をもつパターン形成が生じてきており, その

特徴は親になることの体系的延期にあるということ, そしてかなり統一的で段階的な[出

生力の展開の]進展の程度により, 各国を序列化できるということである. 後半では, 離家

とカップル形成のパターンの展開について報告する. ここで, 我々は[前半よりも]かなり

大きな多様性に遭遇することになる. すなわち第２の人口転換は, 共通の要因群により,

もっと統一的な方向に進むはずでありながら, 実際にたどる道筋は様々なのである.

Ⅱ. 出生力の動向と第２の人口転換

歴史上の出生力転換, すなわち ｢第１の転換｣ は, 出生調節の強化を特徴としており,

これは主により高い年齢での出生力低下となってあらわれた. 調節の水準は, 典型的には
・・・・・・

避妊効率に関する学習曲線に沿っており, 避妊効率は, 年齢 (Coale and Trussell 1974), 結

婚持続期間 (Page 1977), さらにパリティ (Henry 1953) とともに単調に増加していた.

このようにより高い年齢で出生力が低下したことは, 平均出産年齢 (ＭＡＣ) の低下につ

ながったが, この傾向は, 西側諸国では婚姻年齢の低下によっても強化された. この歴史

上のパターン[＝第１の人口転換]に寄与した要素で最も最近のものは, 効率的な避妊方法

(ピル, ＩＵＤ) の採用であった. これは, 特に1960年代後期に, より高い高齢での意図し

ない妊娠の大部分をなくし, 30歳をこえた年齢で出生力を一層低下させた. 他の国々では,

[とくに]東欧で顕著だが, 合法化された妊娠中絶の機会が同様の役割を果たした.

第２の人口転換は, これとは対照的に, 効率的な避妊を若い年齢でとりいれ, 全体的に

親になるのを延期することに特徴がある. 避妊の学習曲線は今や若い年齢 (典型的には20
・・・・・・・・・・・・

歳未満) において非常に急激に上昇しており, 結合の持続期間やパリティへの依存が目立っ

て減少している. 結婚が延期され, 新しい生活スタイルがとりいれられたこととならんで,

出生力は現在, 30歳未満の年齢で低下している. 出生パターンに関する限り, こうして一

般的に親になるのを延期することが, 第２の人口転換の証である. この段階では期間合計

出生率 (ＰＴＦＲ) は, 置換水準を下回り, 記録的な低水準に達しつつあるのである. 周

知のように (例えば Ryder 1980), 出生力におけるより高い年齢へのテンポ移行 tempo shift

は, 全体的な期間出生力の急低下につながる強力な要因である. 確かにテンポ移行が終了

すれば, ＰＴＦＲが再度上昇する可能性はある (Bongaarts & Feeney 1998). しかし, この

｢延期の終了｣ 効果の強さは, 30歳を過ぎてからの出産取り戻しの程度に強く左右される

(Lesthaeghe & Willems 1999).

性交初体験の年齢については, 第２の人口転換の期間中に, 男女ともに低下してきた.
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これは明らかに, ｢性革命｣ や, 1960年代以降に起きた規範や倫理の一般的な変化の一部を

なしていた. ただし, 避妊の利用有効性の学習曲線は, どの地域でも若い年齢で同じ急勾

配を示すわけではない. 学習のより遅い特定集団が出現している国もいくつかある. こう

した集団では, 10代での妊娠率が高い値を示し, また10代での出生率もしばしば高い. 多

くの国々では, すでに1960年代後期に, 結婚前の受胎とその結果の結婚が増加したが (性

交は, 効率的な避妊よりも早く学ばれたのである), こうした増加は1970年代の半ばまでに

はなくなっていた. しかし, 他の国々では, このパターンはもっと長い間維持されていた

り, 増加基調にあったりする. このことが10代の一人母親割合の高さにつながっていたり,

子供の貧困増大と関係しているケースもいくつかある (例えばアメリカ, イギリス；Brad

bury and Jäntti 1999参照). こうした[学習の遅い]集団の存在は, 年齢別出生力の期間スケ

ジュールにおける25歳未満での凸部 (Chandola et al. 1999参照), 若い一人母親で自活, な

いしは自分の親世帯 (三世代) で生活している人々の存在, そして世帯主が25歳未満の女

性である一人親世帯で現在養育されている子どもの割合, といった点から容易に分かる.

第２の人口転換における出生力のこうした特徴は, 他にも二つの人口学的変数に左右さ

れる. すなわち, １. 1960年代以前に存在し, 展開されていた結婚パターン, そして２. 避

妊が近代化される段階で選ばれた路線, である.

第１の要因に関しては, ヨーロッパを東西に分けるハイナル線沿いの古い境界が, 再び

意味を持ってくる. 西側では1965年以降, 平均初婚年齢 (ＭＡＦＭ) が上昇したが, 東側

では低いままであった. 夫婦に住居を確保し, 女性の労働力参加を活発にし, 失業を全般

的になくす, という共産主義の政策は, たしかに歴史的により以前の結婚パターンを維持

するのに寄与した. 現状では, 第２の人口転換の特徴が現在, 東欧にも拡大してきている

のかどうかが問題である. すなわち, 子供なしのケースもしばしばあるような, これまで

とは違う生活スタイルが発達した結果, 婚姻年齢は上昇しているのだろうか.

第２の要因, すなわち避妊の近代化も, 東西の差を生み出しており, 東側地域では, 妊娠

中絶や, 伝統的な, 医療を介さない方法への依存度がはるかに高い. 妊娠中絶の機会に関

して, 自由化と規制を交互にもたらすような ｢ローラーコースター｣ 政策は (例えば

Stloukal 1998), ホルモン避妊が支持されなかったこととあいまって, 東側の避妊の有効性

を[西側にくらべ]非常に低いままにしている. それゆえ, 1970年代, 80年代に, 東欧諸国は

依然として, より高い年齢の女性が意図せず妊娠してしまうという問題に直面しており,

30歳よりうえの年齢で出生力の低下する余地が依然大きかった. ここでの疑問は, 東側諸

国は現在西側に追随してより若い年齢で出生力を低下させ, 西側に典型的なより高い年齢

へのテンポ移行を生み出しているのかどうかである.

1. 現在の出生力パターンの描写 (1995～97年)

現在の概況は, 各国の出生力水準 (ＰＴＦＲ) と出生テンポの指標 (ＭＡＣ１すなわち

第一子出産平均年齢) とを対比させて描くことができる. この図は図１に示し, データは

表１に載せた.
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現在のところ, ここで考える35カ国のうち, 出生力が置換水準あるいはその近辺にある

のは３カ国, すなわちアイスランド, アメリカ, ニュージーランドのみである. 東欧12カ国

では, ９カ国はＭＡＣ１が24歳を下回る早期再生産パターンであり, またすべての国で第

一子出産平均年齢が依然として26歳未満である. しかし, これらの国々では, 再生産の開

始がこのように早くても, 1990年代にＰＴＦＲが急低下するのを止めることはできていな

い. ユーゴスラヴィア (このデータではコソボを含む) とクロアチアの２カ国のみで, Ｐ

ＴＦＲが1.7に近いか, それをやっと上回っているだけである. 東側諸国のうち８カ国では

ＰＴＦＲが1.5より低く, ５カ国で1.3未満に低下してしまっている. ここでは, この集団に

旧東ドイツ (ＧＤＲ) を含めていないが, 旧東ドイツでは1996年のＰＴＦＲの値はかろう

じて0.95であった.

西側諸国では, 第一子出産年齢がますます高くなっている. ＭＡＣ１が26歳を下回るの

は３カ国, すなわちアイスランド, アメリカ, ポルトガルのみである. 大半の国では[ＭＡ

Ｃ１が]26～28歳の範囲にあり, ＭＡＣ１の値が28歳を超えるのは４カ国, すなわちスイス,

フランス, [西]ドイツ (ＦＲＧ), そしてとくに, 出産の開始が最も遅いオランダである.

ただし出生力の違いは大きく, ＰＴＦＲは1.1から置換水準出生力までの範囲にわたってい

る. 全体としては, スカンジナヴィア諸国のほとんどと非ヨーロッパ諸国 (アメリカ, カ

ナダ, オーストラリア, ニュージーランド) は最も高い水準 (1.6超) にあり, 地中海沿岸

諸国はすべてはるかに低い水準にある (1.1～1.5). 一般に, 1990年代においては出産開始

のより早い国で出生力がより高いわけではない, ということが図１からいえる.

細かい点にうつる前に, 図１に示されているその他いくつかの特徴についても, 注目し

ておきたい. 図中のマークの違いは, (i)15～19歳の出生率が20‰をこえる国々, (ii)出生

100あたりの妊娠中絶数がそれぞれ20, および60をこえる国々を表す. 第１の指標は, 避妊
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図１ 期間合計出生率 (ＰＴＦＲ) および第一子出産平均年齢 (ＭＡＣ１)：1996～97年
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表１ 先進工業諸国の現在の出生力指標 (1995～97年)

資料：- Council of Europe (1998), 表 T3.2, T3.3, T3.4および国別表 xx-2
- UN Demographic Yearbook (各年) ；H. Kojima, P. McDonaldのデータ提供
- Monnier (1998)

*：推計値は FFS (オーストリア) および Coleman (1999, アイルランド) に基づく.

PTFR MAC1 15～19 歳出生率
(女子1000人
あたり)

妊娠中絶数
(出生100
あたり)

非有配偶
出産割合
(％)

Ａ. 南欧
ITA イタリア 1.22 27.9 7 25 8
SP スペイン 1.15 27.8 8 13 13
GRE ギリシア 1.32 26.6 13 12 3
POR ポルトガル 1.46 25.8 21 na 20

Ｂ. 東欧
BUL ブルガリア 1.09 22.8 45 130 30
CRO クロアチア 1.69 25.2 20 29 7
CZR チェコ共和国 1.17 24.1 18 51 18
EST エストニア 1.24 23.4 29 127 52
HUN ハンガリー 1.38 23.4 28 73 25
LAT ラトヴィア 1.11 23.5 21 48 35
LIT リトアニア 1.39 23.1 32 71 17
MOL モルドヴァ 1.60 22.4 53 89 17
POL ポーランド 1.51 23.1 20 2 11
ROM ルーマニア 1.32 23.1 41 213 22
RUS ロシア連邦 1.28 22.8 40 179 25
SLO スロヴェニア 1.25 25.6 9 54 32
MAC マケドニア 1.90 na 39 45 9
YUG ユーゴスラヴィア 1.80 24.7 30 72 18
SLK スロヴァキア共和国 1.47 na 31 41 14
BLR ベラルーシ 1.39 na 39 81 15
UKR ウクライナ 1.40 na 54 153 14
GDR ドイツ (東) 0.95 27.3 8 32 44

Ｃ. 西欧
AUS オーストリア 1.36 26.7 15 25* 29
BEL ベルギー 1.59 27.5 9 10 18
FRA フランス 1.71 28.3 7 21 39
FRG ドイツ (西) 1.39 28.4 10 14 14
IRL アイルランド 1.92 27.0 17 10* 27
LUX ルクセンブルク 1.71 28.5 7 10 17
NL オランダ 1.55 29.0 4 11 19
SWI スイス 1.48 28.3 4 na 8
UK イギリス 1.71 26.7 30 24 37

Ｄ. 北欧
DK デンマーク 1.75 27.7 8 25 46
FIN フィンランド 1.74 27.7 9 26 37
ICE アイスランド 2.04 25.0 25 19 65
NOR ノルウェー 1.86 27.0 13 23 49
SWE スウェーデン 1.53 27.4 7 34 54

Ｅ. 非ヨーロッパ
CND カナダ 1.64 26.8 25 28 30
USA アメリカ 2.06 24.8 58 38 32
AUL オーストラリア 1.77 26.8 21 36 23
NZ ニュージーランド 2.04 na 34 24 41
JPA 日本 1.44 27.9 4 29 1



学習曲線の伸びの速度がより遅い若年集団がいることを示し, もう一つの指標は, 人口の

一部あるいは全体における避妊の近代化が, より遅いことを示している.

10代の出生力が高く, また (あるいは) 妊娠中絶の数値が高い国々の典型は, 東欧諸国

および ｢アングロサクソン｣３) 諸国のグループ (すなわちアメリカ, イギリス, ニュージー

ランド, オーストラリア, また程度はより低いがカナダ) である. 1990年代後期において

も, 一連の旧共産主義国では, 中絶数の特に多い状況が依然として広まっている.

北欧および西欧大陸諸国では, こうした特徴を示さない. 西欧諸国の大半では出生100あ

たりの妊娠中絶数が15未満で, 10代の出生率は1000人あたり４から15にすぎない. 日本は,

20歳未満の出生力が非常に低い点でこの集団に属するが, 出生100あたりの妊娠中絶数は

依然として29である.

2. 期間出生力の動向の単要因分解

1965年４) から1990年代後半までのＰＴＦＲの変化を, 30歳未満での[出生力の]変化およ

び30歳以上での変化に分解した. この分解はまた, ２つの期間について行った. すなわち,

1965年から1980年, 1980年から1996／7年までの期間である. 要因分解は, 30歳未満におけ

る年齢別出生率の和の変化, すなわちδF(15-29) と30歳以上における[年齢別出生率の和

の]変化, すなわちδF(30+) をもとにしており, この方法によって期末のＰＴＦＲの水準

は次のように求められる.

PTFR1980 = PTFR1965 + δF(15-29)１ + δF(30+)１
PTFR1996／97 = PTFR1965 + δF(15-29)１ + δF(30+)１ + δF(15-29)２ + δF(30+)２
[ F(15-29)：30歳未満における年齢別出生率の和

F(30+) ：30歳以上における年齢別出生率の和 ]

ここで, 添え数字は順に1965～80年, 1980～1996／97年の２期間を表す. それぞれの期間

につき, δF(15-29) とδF(30+) に関する各国の位置づけを表す２つの図を作成した. は

じめに1965～1980年の期間の結果について考察する.

図２に示された区画Ⅰにふくまれるのは, 30歳未満の出生力上昇が, 30歳以上での低下

よりも大きかったことにより, 1980年以前にＰＴＦＲが上昇していた国々である. この位

置にあるのは３カ国, すなわちルーマニア, ハンガリー, ラトヴィアのみである. 区画Ⅱ,

Ⅲでは, より高い年齢での出生力低下, すなわち出生力転換の第１段階を継続しているこ

とが, 依然として主要な特徴となっている. 区画Ⅱの国々では, F(15-29) の上昇が F(30+)

の低下を部分的に補っている. この区画の国々は, ギリシャ以外すべて東欧諸国である.

区画Ⅲでは, F(30+) の低下にくわえて F(15-29) の値も低下している. 図２の斜めの点線

���

3) これらの国々を ｢アングロサクソン｣ としているのは, ほかによりよい名称がなかったためである. もちろ
んこれらの国々はすべて, アングロサクソンの子孫でない人口集団が多く含まれている.
4) 日本については1963年から始めたが, これはその後何年かの期間 [出生] 率が, 丙午の年 (すなわち1966年)
における出産回避により, ゆがめられたからである.



が示すように, これらの国々の多くで, ＰＴＦＲが大幅に低下した.

区画Ⅳには, 非ヨーロッパの国々もふくめ, 西側諸国のほとんどすべてがみられる. こ

の区画では出生力転換における新段階の兆候がすでに明確となっている. すなわち, 延期

という特徴が, F(30+) の低下ではなく F(15-29) の低下が全体的な出生力低下の主要因

になっている, という事実に示されているのである. スウェーデンやカナダなど少数の国

では, より高い年齢での出産取り戻しが始まった結果, 30歳以上での[出生力]低下は非常

に小さい. 要約すると, 区画ⅠからⅣへ目を移していくと, おもに出生力転換の第１段階
・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・

を終えつつある国々から, より高い年齢へのテンポ移行を特徴とする第２段階をすでに開
・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

始していた国々へ, という序列をつかむことができるのである.
・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

[なお]1965～80年の期間に, ＰＴＦＲがゆるやかにしか低下しなかった国々というのも

注目に値する. これらは, すなわち東欧諸国と日本である. この中には, F(30+) の低下が

0.2未満でしかないところもいくつかあった. こうした国々は, ホルモン避妊の導入がおく

れており, またそれ以前の妊娠中絶の数値が高すぎたことへの反応として, 合法的な妊娠

中絶の機会をしばしば制限していた国々である.

図３は, 1980年代, 1990年代に, 全体的に区画Ⅳ, Ⅴ, Ⅵへの移行があったことを示して

いる. 旧共産主義国や大部分の地中海沿岸の国々では, F(15-29) の低下が大きく, また同

様に全体としてのＰＴＦＲの低下が印象的であり, これらの国々はいまや区画Ⅳにみられ

る. クロアチアとユーゴスラヴィア (含コソボ) のみがこの傾向にのらず, 全体的な出生
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図２ 30歳未満および30歳以上の出生力変化：1965～1980年の期間

NL

MAC

POR

IRL

SP

LIT

MOL

BLR

GRE

ROM

LAT

UKR

HUN

BULRUS

SLO
CZRPOLCRO

GDR
SLR

YUG

JPA

ITA

BEL

FRG
AUS

SWI
UK

FRA
FIN
USA

AUL

ICE
NOR

DK
CND

SWE

�TFR�������� �TFR������	� �TFR������
�

�TFR�������

�TFR������
�

�����

���	�

�����

���
�

�����

����

����

��
�

����

���	� ����� ���
� ����� ���� ���� ��
� ���� ��	�

F��������������������������������

F
�
�
�
�
�
�
�
�

	



�
�
�
�
�
�
�
�

	



�
�
�
�
�
�
�
�

	



�
�
�
�
�
�
�
�

	



����������	
�
�
�����

��
��������	
�
�
�����

����
���������
�
�
�����

������������
�
�
�����

�
���������
�
�
����	

�� ���������
�
�
����	


������
����



力の低下も限られたものとなっている.

非ヨーロッパ諸国も含めた西側諸国は, 区画Ⅳから離脱して, 区画ⅤとⅥに進んでいる

が, これらの区画は両方とも, より高い年齢での出生力の上昇を特徴としている. いいか

えると, 1980年以前の期間に始まっていた延期が現在, 30歳以上での, 少なくとも部分的

な取り戻しへとつながっているのである. 区画Ⅴにおけるこうした国々のうち, 第１のグ

ループ (例えばオーストリア, フランス, イタリア, 日本) では, 主に25歳未満で出生力が

より一層低下した結果, ＰＴＦＲが依然として0.3から0.5といった単位で低下している. 第

２のグループ (例えば[旧]西ドイツ, ベルギー, スイス, カナダ, イギリス, オーストラリ

ア, あるいはオランダ) では, 1980年以降におけるＰＴＦＲの低下はゆるやか, すなわち0.

2未満である. 区画Ⅵの国々では, 出生力が正味で上昇している. このグループには, アメ

リカ, フィンランド, ノルウェーおよびデンマークがふくまれる. 北欧諸国では, 30歳未満

で[出生力が]依然低下しているが, しかし, 現在では30歳以上での取り戻しと上昇が, こ

うした低下を補ってあまりある. アメリカは, 非常に高い10代の出生力を維持し, 20～24

歳階級でも低下を示さないという意味で, 例外である. このため30歳を越えた年齢で[出生

力が]上昇すると, どういう場合でも即ＰＴＦＲが全体として正味で上昇することになり,

周知のようにＰＴＦＲは1990年ごろに置換水準に達した.

最後に, スウェーデンの例も, 印象的かつ例外的である. この国は, 1990年までには[30

歳を境にした]両年齢層で出生力があがり, すでに区画Ⅶに進んでいた. これは家族形成の
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図３ 30歳未満および30歳以上の出生力変化：1980～1996／97年の期間
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ステージに関係なく, すべての年齢あるいはコーホートに影響を及ぼす印象的な期間効果

period effectに対応したことだった (Hoem & Hoem 1997; Andersson 1999参照). しかし,

1990年代半ばまでには, この特異な状態は消滅しており, スウェーデンのＰＴＦＲは1980

年の値を下回ってしまっていた. 強調されるべき点は, スウェーデンの出生力のこのよう

な上昇は, ｢延期の終わり｣ の結果起きた訳では決してなく, 年齢に関係なくすべてのコー

ホートが, すでに非常に長かった育児休暇がさらに延長されたことを利用した結果生じた

のだということである. その後の社会的な給付 social provisionsの削減や失業率の上昇 ―

これはスウェーデンには新しい状況だった― は, 反動をもたらしたのである (Hoem 1998

参照).

1980年代, 1990年代の状況は, 量 quantumおよびテンポ tempoの効果, という点から語

ることもできる. これを行うための手段としては, Bongaarts-Feeneyのモデル (1998) が

適当だったのだろうが, それはこのモデルがパリティ別ＴＦＲとパリティ別平均出産年齢

を必要としていなければの話である. こうしたデータは, 多くの国で容易には手に入らな

いのである. かわりに, ここでは話の要点を, 単純にＰＴＦＲの全体としての変化を第一

子出産平均年齢 (ＭＡＣ１) の変化に対置させた図で示そう.

図４でまず印象的なのは, 多くの東欧諸国で, 1980年以降ＰＴＦＲが全体として急低下

した際に, ＭＡＣ１がほとんど上昇しなかったことである. こうした国々では, ＰＴＦＲ

の全体としての低下は, 明らかに量効果によって説明される. ＭＡＣ１の上昇分がより大

きくなれば, ＰＴＦＲ低下におけるテンポ移行成分は大きくなるのである. このことを示

すため, 年平均の出産延期率 (すなわち Bongaarts and Feeneyのパラメータｒ) がそこそ

こ高く, 16年間のＭＡＣ１の年平均変化率の余数に等しかった場合, 全体的な出生力の低
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図４ ＴＦＲおよびＭＡＣ１の変化：1980～1996／97年の期間
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下がどうなるかを計算した. この結果, 図４の線Ａが得られた. 線Ｂはテンポ移行がそれ

ほど顕著でない場合の結果を示しており, ＭＡＣ１の変化量の60％をもとに計算されてい

る. 二つの線ともＰＴＦＲの初期値は２人と仮定している. 線ＡとＢに近づくにつれ, テ

ンポ効果はより顕著になる.

ポルトガル, スロヴェニア, ギリシャ, スペインといった国々については, 明らかにテン

ポおよび量効果の大きさが併存している. しかし他の西側諸国の大部分と日本に関しては,

1980年以降のＰＴＦＲ低下を, テンポ移行によって説明できる場合が典型的である. 最後

に, スカンジナヴィアの３ヵ国 (ノルウェー, フィンランド, デンマーク) では, ＭＡＣ１

の上昇にも関わらず, ＰＴＦＲは1980年以降, 正味で上昇しているが, これは30歳以上で

の出生力上昇が大きかったためである. アメリカではやはりＰＴＦＲが全体として上昇し

たが, ＭＡＣ１の上昇はもっとゆるやかであったにすぎない. 実際, アメリカでは置換水

準出生力を回復させるほど大きな ｢延期の終了｣ 効果があったというより, そもそも,

1980年代, 1990年代における延期の程度が, 明らかに全体として非常に弱かったのである.

この点において, アメリカはこれまでのところ, 他の西側諸国というよりも東欧に似てい

る.

3. コーホートの視点から見た延期と取り戻し

コーホートの出生プロファイルを全部の国について図示することは, 紙面の都合ででき

ないが, あるグループの国々に非常に典型的な例, あるいは非常に独特な例をいくつか選

んでみる. その他多くの国々については, ヨーロッパ評議会 Council of Europeが発行する

年齢別出生率の長期時系列データから, コーホートプロファイルを容易に作成することが

できる. また以下の部分では, 出生年ではなく15～19歳階級に達した年によってコーホー

トを区別しよう. 年齢ごとのコーホート別出生率の値はすべて同じ形で示されている. す

なわち1960年に15～19歳に達したコーホートから始め, 年齢階級別の出生力水準を, より

若いコーホートすべてについてみていく. こうすると, 期間効果は, 斜め方向にならぶ突

出部やへこみにあらわれる. 年齢別出生率はすべて, 女性1,000人あたりで示されている.

� 東欧のコーホートプロファイル：対照的な例

東欧の出生パターンに共通する特徴は, 出生力がいまだに20～24歳階級で最も高いこと

である. これはもちろん, 婚姻年齢がより低いことと関係している. しかし, より若いコー

ホートでは, この年齢階級の出生率は低下し始めており, 25～29歳階級の出生力でも同じ

ことが起きている. この現象の起きるタイミングは, 国によってかなり異なっている. 例

えばブルガリア, あるいはチェコ共和国では, こうした低下が1970年代半ばに再生産年齢

層 adulthoodに達したコーホートで始まったが, 他方ロシア連邦あるいはリトアニアでは,

1980年代に再生産年齢層に達したコーホートからようやく始まった. さらに, [再生産年齢

層に達した時期が]より以前のコーホートでは, いまだに30歳をこえる年齢でも出生力が

低下しており, ２, ３の国々 (例えばスロヴェニア, クロアチア) で, この傾向の逆転す

る兆しがあるにすぎない. したがって, 東欧諸国の多くは, 延期を特徴とする出生力転換
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の第２段階にいまや完全に移行しつつ

あるが, しかしより高い年齢での取り

戻しの段階に達している国は多くない.

延期をしているより若いコーホートは,

まだ30歳に達しておらず, 何らかの取

り戻しが起こるかどうかを判断するの

は, 時期尚早である.

こうした一般的な説明は, ロシア連

邦, ブルガリア[略], スロヴェニア[略]

のコーホート出生プロファイルで実証

することができる. 図５のロシアに関

するデータが明らかに示すところでは,

新しいコーホートほど, 20～24歳の出

生力がより高い水準に達していたが,

最新のコーホート (すなわち1990年頃に再生産年齢層に達した人々) は, この傾向とははっ

きり異なる動きを示している. ロシア連邦については, その他に２つの点が注意をひく.

まず, 後のコーホートほど10代の出生力がより高い水準を示しており, 最新のコーホート

の率は1960年代初期に再生産年齢層に達したコーホートの倍になっている. 次に, 出生力

の期間ピークは, ほとんどのコーホートで1980年代半ばに示されている. これは1981年に

つくられた政策に対応したものだが, この政策は新たな出産ごとに平均給与の30％から60

％相当を供与し, また条件の非常に有利なローンの機会, 給与の一部 (20％のみ) を得て

の最高一年の出産育児休暇や, さらに長い無給の休暇の機会を与えるものだった. この[政

策の]効果は, 期間限定型の典型であり, その後７年間 (1983～1989年) に置換水準を超え

るＰＴＦＲをもたらした (Avdeev and Monnier 1994参照). 1990年代には, これらのコー

ホートは, 自分たちの希望した家族規模を達成してしまっており, その後は, 若いコーホー

トでの延期効果がＰＴＦＲを記録的な低水準に押し下げ始めている. さらに指摘しておく

べきなのは, ロシアのパリティ分布の分散が非常に小さいことである. すなわち子どもの

いないままの女性はほとんどいないし, 二人から先に進む人もほとんどいない (Barkalov

1999). これは, 1990年以前に実質的に子ども一人, および子ども二人の家族を実現してし

まったより高い年齢のコーホートが, その後30歳を越えた年齢での出生力低下に寄与して

いることを意味する.

� 記録的低さ：旧東ドイツ

｢新しい領土｣, つまり旧東ドイツのコーホート年齢別出生率を図６に示した. よく知ら

れているように, この地域のＰＴＦＲは1996年にかろうじて0.95であり, これは置換に必

要な水準の半分にもみたない. この異常な低水準は, 1990年に再生産年齢層に達したコー

ホートの出生力が, 非常に急速に低下していることから生じている. もちろん, ここでみ

ているものは, 確固たる傾向というより, ドイツ統一の最初の数年間に関連した大きな期
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図５ コーホート年齢別出生率：ロシア連邦
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間効果なのかもしれない. というのも,

とくに旧東ドイツの人口の歴史では,

以前に大きな期間効果の生じたことが

あるからである. 図６が示すように,

1972～75年には, [再生産年齢層に達

した時期が]より以前のコーホートが

非常に大きな期間的低下を示したこと

があった. この低下は, 1972年の妊娠

中絶自由化による予想外の効果であっ

たが, しかしこれは1976年の一連の出

生増進的な法律により是正された. こ

れらの法律には, 出産育児休暇の延長

や, 少なくとも２人の子どもをもちな

がら働いている母親に対する, より実

質的な最長１年の有給休暇などが盛り

込まれていた (Büttner & Lutz 1990参

照). 1977年以降は, 旧東ドイツの出生力は, [それ以前に比べ]より一般的な経過をたどっ

てきたが, 1990年代のはじめに急低下した (Conrad et al. 1996参照). 現在, ＰＴＦＲは1993

年の0.77を底にふたたび上昇し始めており, 2000年までにはふたたび１を超える可能性が

ある.

� ＰＴＦＲ1.5未満の他の例：スペイン, イタリア, [旧]西ドイツ (旧ＦＲＧ)

ＰＴＦＲが1.5未満に低下したのは, [旧]西ドイツでは1970年代半ば, イタリアでは1985

年, スペインでは1988年であり, ３カ国とも1990年代半ばに至るまで, ＰＴＦＲがさらに

低い水準へと低下し続けた. イタリア

とスペイン (図７) の特徴で印象的な

のは, 20～24歳と25～29歳の出生力が,

1975年に再生産年齢層に達したコーホー

ト以降, すべてのコーホートで一貫し

た低下を示していることである. この

大規模の延期効果に匹敵するような,

30歳以上でのかなり大きな取り戻しは

これまで全くなく, このパターンが非

常に近い将来に変わらなければ, コー

ホート合計出生率 (ＣＴＦＲ) は, こ

うした急低下の傾向に追随することに

なる. いいかえると, かりに延期が終

了するとしても ―30歳未満の出生力
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図７ コーホート年齢別出生率：スペイン
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図６ コーホート年齢別出生率：[旧東]ドイツ
(旧ＧＤＲ)
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が現在の水準を大きく下回ることはほとんど起こりえないので, これはありそうなことだ

が― , このように弱い取り戻しもない状況では出生力が大して上昇するとは期待できな

い. イタリアとスペインにおける30歳未満の出生力の急低下を説明するために, これまで

いくつもの理由が挙げられてきた.

・高等教育への女性の進学が大きく増えた.

・若年層の高い失業水準, 不動産価格や賃貸料の急上昇により, 若者の独立世帯形成が妨

げられ, かわりに離家が非常に遅くなった.

・婚前同棲が非常に低水準にあるため, 親になるのが結婚まで延期されている.

・物質消費願望が強く, これは親の家に長くとどまることによっても維持されうる.

・とくに女性の場合だが, 女性に限らず, 結婚がより伝統的なジェンダー役割をおしつけ

てくるまえに, 自由な時間を長く必要とするようになった.

しかし, 延期に関してあげられる理由がこのように多い点からすると, 30歳以上での取り

戻しが非常に少ない理由については, 今のところ驚くほど文献が少ない.

[旧]西ドイツの低出生力のパターンは, 上述の通り, 地中海沿岸諸国よりも長期にわた

るものだが, 原因はやはり20～24歳出生力の急低下であった. しかし, 25～29歳の出生力

は, 1985年に再生産年齢層に達したコーホートで新たな低下が記録されたつい最近までは,

もっと安定していた. 1985年にＰＴＦＲが最低値 (1.28) に達したあと, 30歳以上でいく

らか取り戻しがあったおかげで, [旧]西ドイツの全体的期間出生力指標はふたたびやや上

昇し, 1.4程度になった. しかし25～29歳の出生力が低下し続けるなら, ＰＴＦＲをこの水

準 ―依然として1.5未満だが― に維持するには, より高い年齢でのさらなる取り戻しが必

要とされるだろう. [ＰＴＦＲが]もっと高い水準, 例えば1.6や1.7にまで回復するには, 延

期の終了だけでなく, より大きな取り戻し効果も必要となるだろう. こうしたことが起き

なければ, ＣＴＦＲが1975年以降観察されてきた低いＰＴＦＲへ収束していくのは避けら

れないだろう.

� 低地地方[＝ベネルクス]：中間的な位置づけにあるが, 中味はかなり異なる

ベルギーとオランダでは, ＰＴＦＲが1980年代初期より1.5から1.6の間にあるが, 両国の

数値には, 1975年以来, 0.1をこえる差がでたことはない. にもかかわらず, この２国は非

常に異なるパターンをもつ. すなわちオランダの出生スケジュールは西側では最も遅く,

第一子出産平均年齢は29歳に達している. 一方, ベルギーは, すくなくとも西側の国とし

ては, 離家はより遅いが生殖はより早く開始するパターンである. オランダのパターンが

示唆しているのは, 若者の独立期間の長さで, これは一人暮らしや子どもなしの婚前同棲

で特徴づけられる. この長い ｢暫定期間｣ interim periodは, 学生に対する高い奨学金, 低

い授業料, 交通費無料といったオランダの制度により, 実際には国家の補助金で支援され

たものである. ベルギーでは, フラマン人とワロン人でパターンがはっきり分かれ, 政策

的状況は同じにもかかわらず, 典型的なフラマン人が学業を終えてからようやく家を離れ,

����



結婚に移行しても親になることは延期

しているのに, ワロン人ではより多く

の人々が婚前同棲し, 結婚前に親になっ

ている５).

２つの低地地方諸国の違いは, コー

ホート出生プロファイルにも表れてい

る. オランダでは, 1960年代初期に再

生産年齢層に達したコーホートを振り

出しに, 30歳未満の出生率はすべて低

下し続けており, 20～24歳出生力はい

まや35～39歳の出生力よりも低い. 対

照的にベルギーでは (図８), 25～29

歳階級の出生率は現在まで驚くほど一

定のままであり, 20～24歳出生力は依

然35～39歳のそれより数倍高い. 両国のＰＴＦＲが印象的なまでに平行な発展をたどって

きた理由は, オランダ人ではこれまで30歳から40歳の間での出産取り戻しが大きく, その

ため多大な延期効果が中和された一方, ベルギー人では延期がより少ないが, 取り戻しも

より少なかったことにある.

� 1970年以降同じようなＰＴＦＲを示す別の組：フランスとイギリス

ほとんど正反対の家族政策をもつ二つの国が, ここ30年の全体的な出生水準に関しては,

一卵性双生児のようである. すなわち1970年には, ＰＴＦＲはフランス2.47, イギリス2.45

であり, 1997年の値は両国で同じ1.71である. その間, 最大の差は0.12 (1975年) という僅

差であった. コーホートのパターンも, 同じような展開をみせている. すなわち1960年代

半ばに再生産年齢層に達したコーホートから始まった出産延期効果はその後も一貫して続

き, また30歳以上での取り戻し効果の増加はその同じコーホートから始まり, 後のコーホー

トでも維持されている. これら２カ国のＰＴＦＲがこれまでヨーロッパ連合内で比較的高

かったのは, この取り戻し効果が原因である. 両者の主な違いは, 10代出生力の展開でし

かない. すなわちイギリスでは, 10代出生力はヨーロッパ標準では高いままだが (現在,

女性1,000人あたりの出産数30), 一方のフランスでは低下し, 10にも及ばなくなっている

(図９). 25～29歳の出生力がより近年[になっても]低下していることが示すように, 延期

効果にはまだ終わりがきていない. そして, これら２カ国にとっても, 問題は現在30歳に

達しつつあるコーホートによる取り戻しが充分つけ加わり, ＰＴＦＲが1.70水準を下回る

のを防げるかどうかである.

� スカンジナヴィアの経験

まえに示したとおり, スウェーデンでは1980年代後期にＰＴＦＲが著しく上昇し, その
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図８ コーホート年齢別出生率：ベルギー
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5) ベルギー内部での差異の詳しい地理的状況については, Mérenne et al. (1997), 特に3.3から7.12までの地図を
参照. また, ベルギーに関する出生力・家族調査 (ＦＦＳ) の結果は, フラマン人のパターンについて報告し
ているだけで, 国全体を代表するものではないことにも注意されたい.



結果, 出生力は1990年に置換水準にも

どった (ＰＴＦＲ＝2.14). 1993年以降

は, ふたたび急速な低下が起き, 1997

年に1.53の水準になった. 他方デンマー

クでは, ＰＴＦＲの上昇は持続的では

あるがよりゆるやかで, 1985年の1.45

から1995年には1.81になった. が, こ

こでもその後上昇の勢いは失われたよ

うである. いずれの場合も, これまで

延期の終了はない. すなわち25歳未満

の出生力は, 後に続くコーホートにお

けるほど確実に低下しているのである.

しかし, 25～29歳の出生力は安定した

ままであり, またこれまでのところ,

より高い年齢では35歳以上においてす

ら確実な取り戻し効果がある. デンマー

クのＰＴＦＲを1990年代半ばに1.80水

準に戻したのは, この取り戻しである.

同じことは, またフィンランドとノル

ウェーにもあてはまる.

スウェーデンでは, 有給 (75％) 育

児休暇の特別延長に関連した期間効果

により, 出生パターンが大きくゆがめ

られてきた. すなわち図10では, すべ

てのコーホートで同じ時期に膨らみの

あることが, 明らかにみてとれる. ス

ウェーデン人カップルの多くは, それ

ぞれ65週ある２つの育児休暇の期間

(Gautier 1996) を, 約２年半の非常に長い一つの休暇にまとめて, 短い期間に２回の出産

をしてきたことから, 多くのカップルが希望の家族規模を少し早めに達成することにもなっ

ていた. こうしたことから, 出生力は1990年代後半にもゆがみをみせるのだが, その方向

は逆である. 1990年以降に再生産年齢層に達した最も若いコーホートは, 全体的な延期傾

向を継続するかもしれず, そのためスウェーデンの出生力が低位にとどまる期間も, やや

長めになるかもしれない.

� 古典的な２例と特異な例：オーストラリア, 日本, アメリカ

オーストラリアと日本 (図11) は, 20～24歳と25～29歳での出生力低下, 30歳以上での

取り戻し効果という古典的な西側のパターンを示している. しかしオーストラリアの10代
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図10 コーホート年齢別出生率：スウェーデン
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図９ コーホート年齢別出生率：フランス
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の出生力は依然高いままであり, 他方

日本の水準は世界で最も低いものの一

つである. 20～24歳出生力については

日本のほうでより大きく低下しており,

25～29歳の出生力も1980年に再生産年

齢層に達したコーホートを振り出しに

より急速な低下傾向をたどり始めてい

る. その結果, オーストラリアのＰＴ

ＦＲは, 1990年代でも依然として1.70

をこえているが, 日本では取り戻し効

果が弱すぎるため, [ＰＴＦＲが]つい

に1.50水準未満へ低下するのを止める

ことができなかった.

対照的に, アメリカはいくつかの点

において特異である (図12参照). ま

ず10代の出生力は非常に高いままで,

実際のところ, その値の高さは1990年

代初期に再生産年齢層に達したコーホー

トと, その20年前に再生産年齢層に達

したコーホートとで同程度である. 次

に , 20～24歳 , 25～29歳の出生力は ,

1960年代後期および1970年代初期に再

生産年齢層に達したコーホート以降,

低下していない. 三番目に, 30歳以上,

さらに35歳以上ですら出生力が順調に

上昇している . つまりアメリカでは

1970年代以降, 出産延期はほとんどな

い. そして30歳以上での[出生力の]上

昇によりＰＴＦＲが1990年に置換水準に戻ったのである. こうした全体的状況のうらには,

学歴別の非常に印象的な出生パターン[の違い]が隠されている. すなわち中等教育を修了

していない女性は, 1985～89年において, それより20年前と同様, 出生力のピークが依然

として18歳から20歳のあいだにあり, 一方大学教育を修了した女性は, より高い年齢への

典型的なテンポ移行を示す (Rindfuss et al. 1996参照). また中等教育は修了したが, 高等

教育を終えていない女性は, 西側の基準では非常に若い[出生]パターンを維持しており,

1985～89年には出生力の最頻値が21～23歳にあったが, これは1965～69年と同じである

(同上). したがって, アメリカの出生力が西欧や日本の水準へ低下していないのはおもに

低位, 中位の教育集団の女性が, これらの国々の場合と同じ程には, よりよい教育をうけ

����

図12 コーホート年齢別出生率：アメリカ
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図11 コーホート年齢別出生率：日本

�

,�

���

�,�

���

�,�

�+�� �+�, �+-� �+-, �+	� �+	, �++�
	
�
�
��������	
�
�
��������	
�
�
��������	
�
�
��������

�
�

�
�

�
�

�
�

	


�
�
�
�



�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

	


�
�
�
�



�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

	


�
�
�
�



�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

	


�
�
�
�



�

�
�

�,.�+

��.�


�,.�+

/�./


/,./+


�.





た女性のテンポ移行に追随していないためである. いいかえると, アメリカの出生パター

ンは, 他の多くの西側工業諸国におけるよりも, 女性の教育によって (そしておそらく社

会階級によっても) 階層化される程度が強いようだが, これらの西側工業諸国ではこれま

で, 教育水準のより低い女性が高等教育をうけた女性の定めた傾向をまねる向きがより強

く, 全体的なテンポ移行により貢献してきたのである.

4. 出産延期と取り戻しに関する結論

本稿の分析が示しているのは, より高い年齢への出産の延期という要素が, まさに ｢第

２の人口転換｣ の主要な特徴だということである. しかし各国は現在, この過程において

別々の段階に位置している. 東欧諸国の多くでは, テンポ移行はつい最近始まったばかり

であり (例えばロシア, ポーランド, リトアニア, チェコ共和国, ハンガリー), 低出生力

に行き着いたのは, 全体的な延期の結果というよりも, 主に量の低下の結果である.

西側ヨーロッパ諸国と日本では, いずれも延期傾向に沿ってはるか先に進んでいるが,

これらの国々は, 30歳以上での出産取り戻しが比較的強かった集団と, 取り戻しが不十分

な集団にわかれる.

特異な国を３つあげると, それは明らかにスウェーデン, 旧東ドイツ, アメリカである.

スウェーデンと旧東ドイツでは期間効果が大きかったことにより, 一般的な展開の道筋が

ゆがめられてきたが, アメリカは早期出生パターンの維持という点で, 西側の状況におい

ては際だっている. このパターンはそれ自体, 主に低位, 中位の教育階層の人々によって

生み出されるものである.

あえていうならば, これまでの分析は取り戻し効果の重要性, すなわちより高い年齢で

の出生力に注意を促すものであった. 現在では, 部分的に出産の延期を説明する説はいく

つかあるが, 取り戻しの程度に非常なばらつきがあるという問題については, ほとんど言

及されていない.

5. 10代出生力, 妊娠中絶, 非有配偶出生力

10代で親であること, 人工妊娠中絶, 婚外出生力の問題が, より広い関心をよぶ理由は,

こうした問題が他の大きな社会問題, 例えば学校中退, 若い一人母親, 貧困状態にある子

ども, のちの人生まで続く結合 unionの不安定さ, あるいは性感染症の蔓延などと関わり

をもつからである.

出生100に対する妊娠中絶数を10代出生率 (15～19歳階級) とくらべた図[図13]が示す

ところでは, 西側諸国の大部分では妊娠中絶の数値が出生100に対し30未満である. しかし,

避妊の有効性の現在の水準からすれば, この値は出生100あたりの人工妊娠中絶数で15未

満, あるいはさらに10未満にまで下がるべきものである. [他方]10代出生力の大きさに関

しては, 西側諸国ははるかに多様で, とくに ｢アングロサクソン｣ 諸国, 例えばイギリス,

カナダ, ニュージーランド, アメリカなどは, この値で異常に高い数値を記録している.

東欧諸国となると, 状況は非常に異なる. すなわち多くの国では, 妊娠中絶の数値と10
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代出生力がともに高い. スロヴェニア, クロアチア, チェコ共和国, ポーランドでは, まだ

ダメージが限られているが, それ以外で図13にかかれている国々は, 実質的にすべて, は

るかに大きな問題のある結果を示している. 東欧において歴史的に婚姻年齢がより低いこ

とは, あきらかに20歳前のより高い出生力を部分的に説明するが, 10代出生力は, どこの

地域でも依然として, 学校教育をきちんと終えることとは両立しないままである. さらに

妊娠中絶の数値の高さは, これらの国々では10代に起こる妊娠の多くが, 本人の望んだも

のではないことを示しているのである.

10代出生力と全出産に対する非有配偶出産の割合とをくらべたグラフ (図14) は, 先進

工業諸国の間に３つのパターンが発達していることを示す. ｢西と北｣ と名付けられるパ

ターンでは, 婚外出産の占める割合が着実に増加しているが, しかし同時に10代出生力は

低い. これは, より高い年齢での非有配偶出産というパターンであり, 主に同棲カップル

に起こっていることである. 第２のパターンは, いわゆる ｢アングロサクソン｣ 諸国のそ

れで, 10代出生力ははるかに高く, 婚外の出生力もより高い. 第３の集団では, 非有配偶出

産の割合の高さは, 10代の出生力が[先進工業諸国のなかで]最も高いことと関連している.

これは東欧に典型的なパターンである. しかし, もっとも注目すべき点は, アメリカがこ

の東欧グループに属する典型的な国というだけでなく, 両方の点, すなわち10代出生力お

よび非有配偶出生力の高さ双方において, ウクライナ, モルドヴァ, ルーマニア, ロシア連

邦, ブルガリアなどを凌駕していることである.

一人母親世帯およびそうした世帯に住む子どもの割合を一方に, 他方にそうした世帯の

貧困率をとった場合, その両者の関係は, 表２のデータから引き出せる. 貧困率と一人母

����

図13 出生100あたりの妊娠中絶数および10代出生率 (F(15-19))：1996～97年
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親世帯にいる子どもの割合は, ｢ルクセンブルク所得調査｣ Luxemburg Income Survey (Ｌ

ＩＳ) (Bradbury and Jäntti 1999：27による報告あり)６) から取り, 一人親世帯の世帯主で

ある女性の割合は, 出生力・家族調査 Fertility and Family Surveys (ＦＦＳ) から出ている.

貧困の水準は, 世帯規模等価尺度 household size equivalent scalesで調整した, 全体の中位

数貧困線の２分の１をもって計測している. 表２によれば, 一人母親世帯では貧困率が最

高で二人親世帯の11倍, 中央値では2.5倍相当になるようである. 10％をこえる子どもが一

人母親世帯に住む国では, この中央値はさらにひどい, すなわち貧困[率]は3.3倍になる.

アメリカはここでも際だっており, 貧困状態にある一人母親世帯のパーセンテージは非常

に高く(60), 18歳未満でそうした世帯に住む子どもの割合も最も高い. 貧困線より下で生

活している一人母親世帯の割合において, 30％から50％の間の数値は, 西欧, 東欧の国々

でみられ, ドイツとイギリス両国では特に高い値を記録している. しかし, イギリスの一

人母親世帯の数はドイツの２倍であることには留意しておくべきだろう. 一人母親世帯の

貧困率は, スカンジナヴィア諸国で最も低い傾向があるが, 東欧諸国のいくつか (ハンガ

リー, スロヴァキア, チェコ共和国) でも, 貧困率は15％を下まわっている. したがって,

スカンジナヴィア諸国では一人親家族の割合で高い値を記録しているが, 福祉国家が所得

の減少 income deprivationの調整を高度に行っている, ということである. 東欧諸国の場合,

一人母親の貧困は, こうした母親達が自分の親世帯に同居する結果, 回避されている部分

がある. 親世帯に同居すると, [様々なことが起きるが]なかでも彼女たちの労働力参加が

進み, 余分な住居コストも避けられることになる. また全体的な調整済み中位数所得が非

����

6) ヨーロッパ共同体世帯パネル調査 European Community Household Panel (ＥＣＨＰ) による別の数値は, Ｅ
Ｕ加盟国の分が Ditch et al. (1998：35-45) に報告されている.

図14 10代出生率および非有配偶出産割合：1996～97年
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常に低いため, 世帯の種類にかかわらず, この中位数閾値の50％未満になる世帯はほとん

どないが, このことによって一人母親の貧困が回避されている部分もある. かりに東欧で

貧困を相対指標ではなく, 絶対指標に基づいてはかる (すなわち, かわりに消費バスケッ

ト方式 consumption basket methodをつかう) と, 結果はかなり違ったものになるだろう.

最後に重要なこととして, 10代出生力が高く, 非嫡出子が多い東欧のパターンは, 公的

保健部門の衰退と相まって, 1989年以降の性感染症 (梅毒, ＨＩＶ) への罹患率, および

捨て子の収容[数]の時に劇的な増加につながってきたことを強調しておくべきだろう

(UNICEF 1999)７).

Ⅲ. 離家と世帯の形成：脱標準化と多様性の増大

｢第２の人口転換｣ のもっとも特徴的な点は, すべて離家および世帯形成のパターンの

����

7) 梅毒の患者として新規に登録された数は, 1989年から1997年の間に, ブルガリア, リトアニア, ラトヴィアで
は２倍, ロシアとモルドヴァではほぼ３倍に増加している. 施設の保護下にある０～３歳の子どもの数 (主に
孤児) は, 同時期に30％から75％増加し, モルドヴァ (31％), スロヴァキア (44), ブルガリア (46), ルーマ
ニア (56), ロシア (64), ラトヴィア (72), ベラルーシ (75) となっている. エストニアでは, この数は２倍
を上回った (115％). リトアニアとチェコ共和国では変化のないままであり, 唯一ハンガリーで減少している
(-25％) (UNICEF 1999：17-20).

表２ 先進工業諸国 (一部) における貧困率と一人母親世帯の割合 (主に1990年代)

資料：Bradbury & Jäntti (1999：27 (表3.4))；および FFS各調査, 付表4.1.

貧困率 (%) 一人母親世帯に
いる18歳未満の
子どもの割合

一人親世帯の世帯主である
女性の年齢別割合 (FFS)一人母親

世帯[(a)]
二人親
世帯[(b)]

比
[(a)/(b)] 20～24 25～29

アメリカ 94 60 17 3.5 15 na na
カナダ 94 45 12 3.8 11 7 7
ドイツ 94 43 9 4.8 9 4 9
イギリス 95 40 18 2.2 19 na na
オーストラリア 94 38 15 2.5 9 na na

オーストリア 87 33 3 11.0 10 6 11
ロシア連邦 95 31 26 1.2 8 na na
アイルランド 87 30 17 1.8 3 na na
オランダ 91 30 7 4.3 8 1 3
フランス 89 25 8 3.1 7 4 7

スペイン 90 25 12 2.1 2 2 3
スイス 82 21 5 4.2 7 1 2
イタリア 95 20 21 1.0 2 0 1
ハンガリー 94 12 11 1.1 6 4 6
ベルギー 92 12 6 2.0 7 1 3

デンマーク 92 11 6 1.8 13 na na
ノルウェー 95 10 3 3.3 14 5 7
チェコ共和国 92 9 1 9.0 7 na na
スロヴァキア 92 8 2 4.0 5 na na
フィンランド 91 6 3 2.0 9 4 6
スウェーデン 92 5 4 1.3 15 5 10



脱標準化 destandadizationに関係している. 脱標準化とは, ライフコース上, そして特に18

歳から30歳までの年齢層で起こる出来事の標準的な序列が放棄されていることをいう. 古

典的な順序では, 学校をおえ, 労働力参加し, 結婚に関連して家を離れ, 続いて親になるが,

こうした順序を再構成している人々が, 人口のなかでますます大きな部分をしめてきてい

る. 一人暮らし, 同年代の仲間との同居, 婚前同棲, パートナーがいる場合いない場合の婚

前の出産など, 新しい段階が加わっており, またこうしたことは教育を終えるまえ, ある

いは労働力参加のまえにも起こりうる.

脱標準化は, 構造的, 文化的双方の要因を基盤にしているが (Liefbroer 1999参照), こ

れらの要因は新しいパターンの様々な構成要素に対して, それぞれ違う働きかたをするし,

いつも同じ方向に作用するわけでもない. いいかえると, 歴史的な文脈がかなり重要のよ

うなのである. 全体像をより構造的に提示するため, 以下の点と関連する諸要因について

考察する.

i 独立の生活および婚前同棲と, 長期化する親世帯での暮らしおよび結婚との対比

ii 初婚の全般的な延期

1. 独立の生活と同棲：主な規定要因

独立の生活および婚前同棲と, 長びく実家暮らしおよび結婚との対比に体系的な関連を

もつ要因は, 次の通りである.

① 福祉国家の拡大. 福祉国家は, 所得補助 (例えば奨学金, 授業料減額, 最低所得の保証
・・・・・・・

やその他の社会保障給付), あるいは特定のサービスや支援策 ―しばしば特定集団 (学

生や一人母親など) を対象とする― を通して, より若い人々が部分的あるいは完全な

経済的独立をより早く果たせるよう援助してきた. このことから論理的に帰結されるの

は, より早い時期の独立や婚前同棲が, 実際には国家の補助金に支援されたもので, 福

祉制度の進んだ国で最も普及しており, 個人が自分の面倒を自分でみるにまかされたり,

親世代への依存度がより高いままの国では, これまで普及の程度が最も低いということ

である. これはまた, 早期の一人暮らしや同棲の普及が, 経済的繁栄一般の拡大よりも,

福祉国家の発展のタイプに依存することを示唆している.

② 教育の長期化と, 高等教育を受ける機会の ｢民主化｣. これは, 女性のその後の経済的
・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・ ・・・

自律性を強め, それゆえ結婚への依存を弱めることにつながるだけでなく, 親との距離

を拡大し, 同年代集団への指向を強め, そしてなにより個人の自由とジェンダーの平等

をよしとする価値への指向を強めることにつながる. 多くの国で, 婚前同棲がよりよい

教育をうけた学生人口の間で始まり, 続いて他の階層に広がっていったのは不思議では

ない. ジェンダー役割に関する価値をふまえると, 一人暮らしや同棲の選択が進むこと

は , すぐに予示されるところだが (例えば Liefbroer 1991; Clarkberg et al. 1993;

Lesthaeghe and Moors 1995), 逆に一人暮らしや同棲の経験が, 自律性やより平等主義的
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なジェンダー役割を一層強化することにもなる (Moors 1999).

③ 他のライフスタイルへの寛容さを増した, より自由意志論的な文化の出現. これは,
・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・

権威および制度的規制に対する信頼が, 全体的に弱体化し始めたのに続いて起きた. そ

の点で, この特徴はいわゆる ｢ポスト唯物主義の｣ 価値への指向 ―草の根の民主主義,

自己実現, 寛容と倫理的自律性を強調― が, コーホートの推移とともに進んできたこと

と相関関係にある. こうした[草の根の民主主義などの]価値は, 教育を通じて広まった

が, 逆方向への社会化 reverse socializationを通じて, いまや年齢のより高い世代にも達

している. この, より自由意志論的な文化への進展は, カトリックや正教というより, プ

ロテスタントの伝統により, さらには経済的繁栄の持続により促進される (Inglehart

1970; Lesthaeghe 1995参照). 婚前同棲を始めたのは, 1960年代, 1970年代の ｢新左翼｣

に共感をもつ人々であることがこれまでしばしばあり (Lesthaeghe and van de Kaa

1986), 今日でもドイツやフランス, オランダ, ベルギーなどの国々では, 婚前同棲は依

然として世俗主義, 少数者への寛容, 倫理における相対主義, 非国教主義的な教育価値,

さらに左派や緑の党を好む姿勢と相関関係にある (Lesthaeghe and Moors 1995, 1996).

④ 家族不安定状態の世代間伝播も, より早期の離家や一人暮らし, 同棲, さらに一人母
・・・・・・・・・・・・・

親と関係する重要な要因であると繰り返しみなされてきた. 親世帯での問題, 例えば離

婚, 再婚, 親の同棲, を実際に経験することが, こうした[早期の離家などの]現象と相関

関係にあるだけでなく (例えば Kiernan 1992; Cherlin et al. 1995), 親の世代で家族の価

値がより弱いと, その弱い価値が世代をこえて伝わっていくようでもある (例えば

Axinn and Thornton 1991). その結果, 特定の国々のある社会階層では, 家族の不安定さ

が特徴となる下位文化を生み出す可能性がある.

2. 結婚延期の規定要因

結婚延期は, 生活スタイルの選択肢が増えたことによってのみ, 引き起こされたのでは

ない. すなわち独立の生活や同棲がほとんどみられない国でも起きているのである. 1960

年代や1970年代以降, 結婚の動向が逆転したこととよく関連づけられるのは, 以下の要因

である.

① 高等教育. これは第一に, 世帯形成一般の延期に機械的な影響を及ぼす. 第二に, この
・・・・

ほかにも, 女性の経済的自律性を高める, 男性パートナーからの経済的援助への依存度

を低下させる, 同学歴結婚の傾向の強さに連動して, 結婚市場における相手探しを長期

化させる (例えば Oppenheimer 1988), 価値の好みをジェンダー役割の一層の平等化へ

向ける, といった一連の影響を及ぼす.

② 労働市場の柔軟性増大. このことにより, 職業発達がより不安定で, 構造的により脆
・・・・・・・・・・

弱なものとなり, したがって結婚の経済的基盤が弱体化する.

③ 新たなコーホートに対する経済的機会の弱体化を特徴とするサイクル. ここでは若者
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

の失業が増大し, そのため親世帯への経済的依存が長期化する.
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④ 不利な住宅条件. 構造的な住宅不足, あるいは家賃や購入価格の上昇によって引き起
・・・・・・・

こされる.

⑤ 消費主義の高まり. これにより物質的快適さに関する願望が強まり, 新世帯形成のた
・・・・・・・・

めの最低物的水準が高まった.

⑥ 結婚制度そのものへの不信感の増大. 観念の変化による面もあるが, 離婚確率の上昇
・・・・・・・・・・・・・・・・

によっても促進される.

⑦ 先駆者から他の全階層の人口への, 従来と異なる生活スタイルの社会的拡散.
・・・・・・・・・・・・・・・・・・

⑧ より個別の, または文化ごとの要因. 例えば日本では, 個人による自律的なパートナー
・・・・・・・・・・・・・・・・

の選択が増え, 見合い結婚にとってかわりつつある (Ogawa et al. 1993; Tsuya and

Oppenheim-Mason 1995; Retherford et al. 1996参照).

最後に, こうした要因は単独で働くことはほとんどなく, [複数が同時に働き]しばしば

強力な相乗効果を生むものであることを強調しておくべきだろう.

3. 若い女性の世帯状況

先進工業諸国における世帯形成パターンの差は, 20～24歳女性の世帯状況の比較により

実証することができる. ライフサイクルの進路が分かれ始めるのは, この年齢階級である.

以下では, 1990年代の出生力・家族調査 (ＦＦＳ) の結果に加え, 婚前同棲の多さを示す

種々のデータを利用する (Kiernan 1999a, 1999b参照).

まずはじめに, 全出産に対する非有配偶出産の割合と, 現在同棲中の20～24歳女性の割

合とを比較すると, 多くの国に関しては, 主に４つのパターンがあることが明らかになる.

① 婚外出生力は低く, 同時に婚前同棲も広まっていないケース：このパターンは, 地中
・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・

海沿岸諸国 (イタリア, ギリシャ, スペイン, それからおそらくマルタやキプロス), ポー

ランド, 日本でみられる. こうした国々では, 婚外出産の割合は15％未満で, 若い女性で

現在同棲している人も５％を下回っている. しかしスペインにおいて, またポルトガル

ではさらにその傾向が強いのだが, 非有配偶出産の割合は1980年代後期や1990年代に目

立って増えている. ただ一方で25歳未満の女性の同棲割合は低いままである. イタリア

は, 最も印象的なケースである. すなわち女性の教育程度が急速に上昇しているにもか

かわらず, 婚前同棲については, 最も北の地方ですら西欧の傾向をほとんど踏襲してお

らず, 非有配偶出生力の上昇速度も, これまではイベリア半島におけるよりはるかに遅

い. いいかえると, 第２の人口転換の際だった特徴である婚前同棲は, 今のところアル

プス山脈で止まっているのである. しかし, こうした地中海沿岸諸国, さらに日本での

平均初婚年齢は, 他の西側諸国と同様, かなり大きく上昇している.

② 同棲は広まっていないが, 非有配偶出生力は高いケース：このパターンは, 一人母親
・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・

をあらわす別の表現の典型で, 東欧でみかけるものだが, ポルトガル, アイルランド, イ

ギリス, アメリカにもみられる. しかし一人母親は, 必ずしもすべてが独立した自分の
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世帯にいるわけではなく, 親世帯の同居人という場合もありうる. ＦＦＳの公表データ

では, 後者のタイプをみわけることができないし, また東欧での一人母親現象は, こう

した三世代同居のせいで, 過小に見積もられているといってよい. さらに女性が一人母

親の段階をより短い期間のみで通過し, すぐ結婚に移行することもあるかもしれない.

この場合にも, より高い非有配偶出生力と低い婚前同棲割合の組み合わせが生じること

になる.

③ 同棲はよく広まっているが, 同時に非有配偶出生力は低いケース：この組み合わせは,
・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・

同棲は増えているが, 親になるのは依然として結婚後まで延期, というより保守的な西

欧諸国に典型的である. このパターンは, 例えばスイスに非常に典型的で, この国では

20～24歳の女性の４分の１は現在同棲しているが, 同時に出産のうち婚外のものは10％

に達しない. ベルギー, オランダ, [旧]西ドイツもこのパターンにしたがう傾向にある

が, しかし婚外出生力は, とくに1990年代には10％水準をゆうにこえるまでに上昇して

いる. これは, 同棲カップルのあいだで, 親になる人が増えていることを示す.

④ 同棲がよく広まり, かつ親になることにつながっているケース：この最後のタイプは,
・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

長い間スカンジナヴィア諸国に典型的なものであって, スウェーデン, デンマーク, ま

たアイスランドでは, 20～24歳女性の40％超が現在同棲的結合にあり, この割合におい

て他国を大きく引き離している. 他の２, ３の西側諸国, 例えばフランス, カナダ, バル

ト沿岸諸国のエストニアは, この方向へ進んでいる. これらの国々の場合, 非有配偶出

産の大部分は同棲カップルにおこるが, こうしたカップルは傾向としてより安定した状

態にあるか, あるいはすぐにパートナーをかえ, 次の合意婚にうつるかのどちらかであ

る.

19のＦＦＳ参加国と日本 (1990年国勢調査) に関するさらに詳しいデータを, 表３にま

とめて載せた. これらの国々では, 20～24歳の女性の世帯状況を次のように区分すること

ができる.

① 親世帯での居住者, この場合, 西側諸国ではほとんどが独身者としてだが, 東欧では
・・・・・・・・

一人母親や既婚者として, ということもありうる.

② 一人暮らし, すなわちパートナーなし, 子どもなし.
・・・・・

③ 子どもなしの同棲, すなわち現在, 有配偶ではないが, パートナーあり.
・・・・・・・・

④ 子どもありの同棲, すなわち現在, 有配偶ではないが, パートナーおよび一人以上の
・・・・・・・・

子どもあり.

⑤ 一人母親, すなわちパートナーはいないが, 子どもが一人はいて, 独立した世帯にい
・・・・

る (他にも他世帯に同居している人々がいるかもしれないが, ＦＦＳ国別報告では識別

できない).

⑥ 子どもなしの有配偶, すなわち独立した世帯を形成.
・・・・・・・・・

⑦ 子どもありの有配偶, やはり独立した世帯を形成.
・・・・・・・・・
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表３では, 地政学的地域それぞれの平均も計算している. これらの平均値は, 諸国にお

ける４つの ｢家族｣ の違いをはっきりと示している. 南欧グループの特徴は, 20～24歳の

女性のうち, 依然として親世帯の同居人である割合が非常に高く (約80％), [親との同居

から]直接結婚にうつり, ｢中間段階｣ intermediate stagesを通る女性がほとんどいないこと

である. 東欧グループでも, 結婚を通した離家が主なパターンであり, 結婚時期がはるか

に早いことから, これら東側グループでは, 若くて有配偶の母親の割合が最も高い. しか

しすべての ｢中間状況｣ intermediate positions, すなわち一人暮らし, 同棲あるいは一人母

親を合わせた割合は, 南欧よりも高い. 第２の人口転換のこうした特徴は, ヨーロッパの

南部よりも東部にむかってより急速に拡大しているのかもしれない.
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表３ 20～24歳女性の世帯状況別分布：1990年代ＦＦＳ19カ国および日本 (1990年国勢調査)

資料：FFS 国別報告, 付表４；日本：H. Kojimaのデータ提供
注：* 親と暮らしている人については, 独身か否か (すなわち子供あり, または子供なしのカップル, あるい

は自分の親世帯に同居する一人母親) が不明である. この列のため, 行の合計は 100％にならない. 例
外はフランスで, ここでは 100％からその他の百分率を引いたものを推定値とした.

**20～24 歳階級ではなく23歳時.

親との
居住者＊

一人
暮らし

子どもなし
の同棲

子どもあり
の同棲

一人母親
(非同居)

有配偶
子どもなし

有配偶
子どもあり

Ａ. 南欧
イタリア (N＝904) 87％ 1 1 0 0 4 7
スペイン (376) 71 1 3 1 2 6 13
ポルトガル (979) 75 1 3 0 4 8 18

平均 79 1 3 0 2 6 13

Ｂ. 東欧
ブルガリア (374) 50 1 2 2 5 8 33
ポーランド (610) 55 1 0 0 3 14 37
ラトヴィア (408) 54 7 5 4 11 7 29
リトアニア (524) 51 6 2 1 5 14 38
スロヴェニア (421) 54 3 8 9 4 4 25
ハンガリー (756) 46 3 4 3 4 12 34
[旧東]ドイツGDR (202) 30 15 8 8 6 5 27

平均 49 5 4 4 5 9 32

Ｃ. 西欧
ベルギー／フランダース (642) 54 3 10 2 1 23 9
オランダ (914) 44 15 20 1 1 10 6
フランス (470) 41 17 19 5 4 6 8
カナダ (575) 37 9 13 3 7 9 10
オーストリア (747) 38 12 20 7 6 4 8
スイス (392) 36 17 24 1 1 8 7
[旧西]ドイツ FDR (954) 37 22 11 1 2 7 12

平均 41 14 17 3 3 10 9

Ｄ. 北欧
ノルウェー＊＊ (696) 16 18 21 12 5 9 16
スウェーデン＊＊ (566) 8 27 32 12 5 4 19

平均 12 23 27 12 5 7 12

Ｅ. 他
日本(1990 年国勢調査) 69 15 2 0 0 6 7



西欧グループについては, 離家が基本的に東欧と同じぐらい早いというパターンだが,

[離家後の]移行先は, 結婚というより他の生活スタイルが多い. これらの国々では, 20～

24歳女性の場合, 同棲 (子どもがいる場合もいない場合も) の広がりは, しばしば結婚の

それを上回っている (例えばオランダ, フランス, オーストリア, あるいはスイス). ここ

にはまた, 実家を離れ, 現在一人暮らしをしているかなりの割合の人々も加えなければな

らない (例えばオランダ, ドイツ, フランス, スイス, オーストリア). これらの国々では,

婚姻年齢や親になる年齢の高さが, こうした中間的な世帯状況で過ごす追加的な時間と強

く関係している.

北欧諸国を特徴づけるのは, 離家がもっとも早いというパターン, そして移行先は一人

暮らしか同棲, ということである. このグループの国々では, 生殖は結婚という前提から

切り離されており, 結果として最近20年間の出産延期は, 西欧の多くの国々におけるほど

顕著なものではない.

最後に日本の場合, 最も似ているのは, 南欧のパターンだが, それは主に同棲や一人母

親の割合が非常に低いことによる. しかし地中海沿岸諸国よりも離家は早く, 一人暮らし

の若い女性は多い. この点で, 日本は西欧のパターンにより近い.

Ⅳ. 結論

本稿で検討した国々において, 第２の人口転換を特徴づけるものは, 歴史上の第１の転

換に劣らないほどの多様性である. 歴史上の第１の転換に関するプリンストンプロジェク

トやその後の研究はどれも, タイミング, 過程, 説明の点についての顕著な多様性を指摘
・・・・・ ・・ ・・

している. 例えていうならば, 18世紀, 19世紀, そして20世紀初頭の人口学に関するジグソー

パズルのピースの山は, 同じ箱からでたものではないようにみえる. 進化がその定義から

して, どの道筋をたどるかに左右されるものであるように, 第２の人口転換の速度とパター

ン形成の展開にも同様なところがある. このパターン形成は, 離家してから親になるまで

の世帯形成の中間段階の展開, という点において最も高い多様性の程度を示す. しかし出

産の延期に関しては, 状況はより統一的である.

これまで長い間, スカンジナヴィア諸国は, 人生におこる出来事の順序を ｢脱標準化｣

する先頭にたっているが, 今のところほかにこのグループへ加わる国はない. スカンジナ

ヴィア諸国が最も豊かな国々に属すのは確かだが, その一人あたりＧＮＰの高さは, 特筆

すべき特徴ではない. むしろ, プロテスタントの長い伝統が, 高度な福祉制度と個人の選

択の尊重へとつながり, これらの問題に関する国民の強力な合意とともに, この[脱標準化

という]発展を助長してきたのである. スカンジナヴィア人自身は, あとの二つの要因の重

要性をすぐ指摘する ―そしてそれは正しい― のだが, それにくらべると, 早期の離家と

独立というパターンが, 彼らの寛大な福祉制度の提供する最低所得保証を通して, 国家に

補助されたものでもあることを認識している人は少ない.

西欧の多くの国々が, スカンジナヴィアのパターンに向かっているのは, かなり明らか
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であるが, その道筋は様々である. 例えばフランス, オーストリア, オランダ, スイスでは,

どこでも婚前同棲が急増しているが, しかしこのタイプの生活スタイルでの生殖となると,

最初の２カ国でのほうが, 後の２カ国におけるよりも遙かに急速に増加している. 10代の

妊娠, 若くして母親であること, 結婚前の生殖に対しては, オランダとスイスでは, 今のと

ころより慎重な姿勢が広まっている. また同じ国のなかでも, より古い文化的かつ (ある

いは) 社会経済的な境界にそって多様性が発達しており, ベルギーや統一ドイツは, 地域

パターンが明確に線引きされるという印象的な例を示してくれる[**].

東欧の数カ国も, 第２の人口転換に典型的な傾向にそって動いている. 例えば婚前同棲

は, スロヴェニアやラトヴィアで明らかに増加している. ポーランドやハンガリー, ブル

ガリア, リトアニアでは, 年齢のより若い有配偶の女性が, 親になるのを延期しつつある.

また実質的にすべての東欧諸国で, 初婚年齢が1990年初期以降, 上昇し始めている. 後に

あげた現象は, 東欧経済の規制撤廃の拡大や新たな労働市場条件への対応なのかもしれな

いが, こうした状況はまだつづきそうなので, 人口学的パターンのさらなる展開が起こり

そうである. 東欧諸国の多くで目立つもう一方の点, すなわち非有配偶出産の占める割合

の上昇は, 1989年の出来事には関係していない. すなわちこの割合は, スロヴェニア, エス

トニア, ラトヴィア, ハンガリー, ブルガリアでは1970年代半ば以降, チェコおよびスロヴァ

キア共和国, ロシア連邦, モルドヴァでは1980年代初期以降, 一貫して上昇してきたので

ある８). しかしこれら大部分の場合, この婚外出生力の相対的上昇は, やや高年齢の同棲カッ

プルの間での生殖というより, 10代での妊娠増加と強く関係している. 西側の４カ国, す

なわちアメリカ, イギリス, ニュージーランドとオーストリアにも, 10代の婚外の出生力

が高いという同様のパターンがある. こうした国々ではすべて, このパターンが若い女性

の教育歴を妨げているわけだが, しかし東欧では, 10代出生力は性感染症や捨て子の蔓延

という点で, さらに劇的な結果をもたらしている.

地中海沿岸諸国はこれまでのところ, 全体としてみれば, 世帯形成の ｢中間段階｣

intermediate phasesの導入に非常に消極的である. すなわち離家は非常に遅くなっており,

ライフコースのその後の移行先も, 結婚が圧倒的である. これはいろいろな角度から説明

されてきた. すなわち若年層での多くの失業, 高い住宅費, 長期化する教育と長期化する

親世帯への財政的な依存, 母系を強調する地中海沿岸独特の文化様式, 高い消費願望, 新

世帯を築くのに要求される高い物質的水準, そして, 結婚や親になることに関わる義務や

伝統的なジェンダー役割から, 自由な時間を守ろうとする姿勢, などの点があげられてい

る.

こうした理由の多くは, おそらく日本人の耳にもなじみ深いことだろう. しかし日本は,

一人暮らしをするため家を離れる若い女性の割合がより高い点で, 地中海沿岸のパターン

����

8) 非有配偶出産の占める割合の上昇は, アルメニア, そして特にグルジアでも1980年以前に始まっていた
(Council of Europe 1999：表 T3.2).
[**訳注：ベルギーの国内の地域パターンについては, 訳を省略した部分で, Keilman and van Imhoff (1991),

Deboosere et al. (1997), Mérenne et al. (1997), 1991 census (国勢調査) への言及, 参照がある.]



とは異なる. また見合い結婚にかわり, 個人によるパートナーの選択が増え, それととも

に ｢できちゃった｣ 婚が増加したのは, 日本に独特の点である (Atoh 1994; Dalla Zaunna et

al. 1998参照). しかしこうした３つの現象はすべて, 個人による選択の自由の増加, 世帯

形成パターンの多様性増大に対する許容度の上昇, という方向を示している. このアジア

版 ｢第２の人口転換｣ がどこまで, またいかなる速度で, 台湾, 韓国, あるいは中国都市部

など他の極東の人口に広まるかは, 今後明らかになっていくだろう.

先進工業諸国における出生力の展開を本質的に特徴づけるのは, 延期である. この特徴

がでてきた時期は[国により]大きく異なるが, 現在, 先進工業国の世界でこの過程の始まっ

ていない国はほとんど残っていない. とはいえ, 東欧諸国のいくつかでは, こうしたテン

ポ移行は最近のことであり, 1990年代の出生力の急低下を完全に説明するものではない.

しかし, 西側諸国では, 延期がより進んでいることが, 大きな出生力抑制効果をもたらし

てきた. ただ出生力水準には大きな差があり, ＰＴＦＲの値を1.70をこえたり, 置換水準に

近いところに維持している国々もいくつかあるが, 他では[ＰＴＦＲが]1.50をはるかに下

まわる値のままである. こうした格差をもたらす主な要因になっているのは, より高い年
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・

齢, とくに30歳をこえた年齢での出産取り戻しが, テンポのずれを開始し, あるいは継続
・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・ ・・・・・・

したコーホートでどの程度起こるかということである. 延期の側面について理由をあげて
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

いる文献はふんだんにあるが, 30～39歳階級での出産取り戻しに関して, 国々の間にこれ

ほど大きな差異を生じさせるもととなっている原因については, 言及のないままである.

この点については, 今後の論文で検討するつもりである.

最後に, 出生力に関する政策的介入の痕跡が明らかにみてとれる国は多い (例えばロシ

ア, 旧東ドイツ, スウェーデン). どの場合でも, これらの政策は一時的な効果しか持たな

いことがあきらかとなっており, これらはコーホート出生プロファイルに, はっきりした

期間的ゆがみの形であらわれている. したがって1970年代以降試みられてきた類の政策的

介入は, これまでのところ, 第２の人口転換を押し進めてきたはるかに強力な経済的, 社

会的, 観念的な影響力に, 太刀打ちできるものではなかったのである.
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Policy Seminar to be held at the National Institute of Population and Social Security Research, Tokyo, March 14,2000.
本文や注, 図表で今回訳を省略した部分については, 原文を参照されたい. (一部修正されたものが Review of

Population and Social Policy No.9, 2000 に掲載されている)
[ ] 内は訳者による.

����



Recent Trends in Fertility and Household
Formation in the Industrialized World

Ron LESTHAEGHE and Guy MOORS

This article analyses the recent period changes in fertility in industrialized countries from the

point of view of the varying degrees of fertility postponement at younger ages and subsequent

partial recuperation at later ages. It does so through both period and cohort indicators.

The outcome is that current period total fertility rates (PTFRs) are largely diverging because of

differential recuperation in the various western countries and Japan, and because of the strong

reaction to the economic and social overhaul since 1989 in Eastern Europe. A simple end of

postponement would not bring the PTFRs back to replacement level fertility in the vast majority of

countries, unless this is being accompanied by much larger rises in fertility past age 30 than

witnessed so far.

The article concludes with a pattern description and updating of trends concerning the

destandardization of household formation. The data from the 1990s round of Fertility and Family

Surveys provide the update. Common and more ideosyncratic causes of the shifting forms of

household formation are being discussed. Also here the conclusion is that this destandardization is

likely to progress further, particularly in Eastern Europe and Japan.
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